
参考様式第１及び参考様式第２の別添３

◆ Ｃ 5 - 1 - 1

　＜石巻市震災復興基本計画＞

　　第３章　施策の展開　　施策大綱１　みんなで築く災害に強いまちづくり
　　　３　減災まちづくりの推進　　１　都市基盤の復旧・復興

・工事価格及び業務価格（施工管理）の積算

・各種技術提案審査

・定期的な技術的提案・助言（漁集事業の加速、事業の必要性等に関すること）

３０，０００千円

※事業費内訳は別紙のとおり

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業名ごとに作成し、概要を
示す図面を添付してください。

　＜当面の事業計画＞

事業費内訳

漁業集落復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 事業名 （4）漁業集落再編コーディネート事業

事業概要

東日本大震災の被害との関係

基幹事業との関連性

各種計画上の位置付け

　本市半島部に位置するほとんどの集落は、津波により甚大な被害を受け、また、地盤沈下によ
り、自然排水がままならない状況になっていることから、漁業集落防災機能強化事業等を活用し
て、水産基盤を整備することとしている。

　漁業集落防災機能強化事業を主として、半島部低平地の整備に係る業務を推進するにあたり、
ＣＭ方式により事業を推進することとしているが、ＣＭ方式を活用するにあたって必要な設計・
審査・技術支援業務を委託するもの。

　本市では、半島部において、46地区の防災集団移転促進事業を推進しており、効率的に工事を
行うために、一括して管理・施工するＣＭ方式を活用して、事業を進めているところである。
　また、防災集団移転促進事業の移転促進区域を含む低平地は、津波により甚大な被害を受け、
さらには、地盤沈下により、自然排水がままならない状況になっていることから、漁業集落防災
機能強化事業等を活用して水産基盤を整備することとしているが、全部で66地区あり、個別に対
応することが困難なことから、漁集事業をはじめとする低平地を整備する事業についても、ＣＭ
方式を活用することとしている。
　本業務は、ＣＭ方式での発注をするにあたり、また、各ＣＭＲが業務を推進するにあたり、社
会的信用を担保するなど、第三者に設計・審査・技術支援等を行ってもらう必要があることか
ら、設計業務等を外部委託するもの。

漁業集落防災機能強化事業発注者支援業務（平成26年度分）


